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小水力利用シンポジウム～農業用水を活かして農村をエネルギー基地に～ 

日 時 ： 平成 19 年 12 月 1 日（土） １３：３０～１７：００ 

会 場 ： 大分ひた農協天瀬支店２階大研修室 

主 催 ： ひた市民環境会議エネルギー部会、NPO 九州・自然エネルギー推進ネットワーク、 

  全国小水力利用推進協議会 

 

昨年の１２月、日田市天瀬町で「小水力利用シンポジウム」が開催されまし

た。これは、大分県で開催された第１回アジア・太平洋水サミットのオープン

イベントとして実施されたもので、「農業用水を活用した小水力発電の可能性」

をテーマに活発な議論が展開され、約６０名が参加しました。 

このシンポジウムでの講演・報告等の要旨を掲載します。 

 

 

１．基調講演「自然エネルギーの活用と農村振興」 

講師：森田昌史氏（財団法人日本水土総合研究所理事長） 

 一昨年から私共の研究所で経済産業省や NEDO とも協力して、全国の農業用水路を活用した小水力発電につ

いて調査研究しています。農林水産省の農業農村整備事業で小水力発電所をつくることができて、国営かんがい

排水事業だと 2/3 の、県営事業だと 1/2 の国庫補助が受けられます。しかし、この３０年間でこの事業によっ

て小水力発電が整備完了したのは全国で２５地区にとどまっています。これは、発電した電気は農業に関係した

ことにしか使えないという制約があるためで、農水省と経産省の縄張り争いによるものです。こうした制約は取

り払って、農業用水を利用した小水力発電で農業用だけでなく地域で必要なすべての電力需要を賄うことができ

るという方向に進めていく必要があります。最近はこれに関して農水省、経産省、国交省による関係省庁連絡会

ができており、ここで調整しながら地域が一体となって自然エネルギーを推進しようという流れができつつあり

ます。 

 水力発電は小規模になるほど発電単価が高くなりますが、マイクロ水力は

100kw 級で 1kwh あたり 11～20 円、10kw 級で 17～32 円といわれて

います。住宅用の太陽光発電は平均値で 66 円とこれよりずっと高いのですが、

強力な助成措置があって普及が進みました。マイクロ水力発電が太陽光発電よ

りコストが安いのに普及が進まない原因は、ひとつには全国でどれくらいのポ

テンシャルを持っているのかが調査されず、その可能性が明らかにされてこな

かったからだと思います。近年になって農水省と資源エネルギー庁が合同で全

国の農業用水による発電可能量を調査しましたが、理論包蔵水力として約 57 万 MWh あることがわかりました。

しかしこれは農業用の電力需要に限定した内容で数字を積み上げたものであり、発電した電力は全量電力会社が

買い取ってくれると仮定すれば、その約 10 倍のポテンシャルがあることが私共の調査でわかっています。 

 これまでは一般に３ｍ以上の落差がなければ困難とされてきましたが、最近は落差がなくても水路の流速をエ

ネルギーにして発電する流水利用型小水力発電装置が登場し、先頃実証試験が行われました。700w ほどの出力

で１台 60 万円以下、メンテナンス費用も年１万円程度でできるそうです。100ｍに 10～11 台設置できるそ

うで、これは 86 戸ある集落の必要電力量を賄える計算になります。 

 そのようなエネルギーの地産地消をめざすことが重要で、つくった電力は電力会社に供給するというやり方も

ありますが、それを地域で活用する、たとえば防犯灯、鳥獣害防止のための電柵、道路の融雪など、いろいろな

アイディアが考えられます。中山間地では災害が起きると孤立する恐れがある集落が 17,000 あるといわれてい
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ますが、そうした所のライフライン対策としても活用できます。 

 小水力発電は風力発電と比べても安定性の面でずっと優れており、そのポテンシャルをはっきりと確認し、国

民にもその必要性や可能性を十分説明した上で、農水省と経産省の共同事業として、国家的な政策として強力に

推進していくべきだと思います。 

 

２．小水力発電に関する国の政策の説明 

［農林水産省］九州農政局整備部水利整備課長 佐々木明徳氏 

農業用の電力需要は営農の機械化や施設化、管理の省力化の進展等により、ここ３０年で２倍以上に増加し

ています。特にポンプの運転やゲート操作等に利用する「かんがい排水用電力」は、農業用電力の中でも高い

ウエイトを占めています。農業用水路の未利用の落差を利用した小水力発電

によってこれらの施設に電力を供給すれば、土地改良区等の維持管理に係る

負担の軽減が可能になり、農業生産性の向上にもつながります。 

このため、農水省としても小水力発電を推進していく考えであり、発電の

見込める農業水利施設の情報を示した「小水力適地情報」や、計画立案から

法律に基づく手続き等を示した「利用マニュアル」を作成しているところで

あります。 

［経済産業省］九州経済産業局資源エネルギー環境部エネルギー対策課課長補佐 松枝賢治氏 

小水力発電はエネルギー基本計画において、「低落差や小流量に適応した技

術の導入による未利用落差の活用も含め、河川環境等の地域環境への影響に

配慮しつつ、中小水力発電の開発・導入を促進する。」と規定されています。 

平成１４年に RPS 法が公布され、小売電気事業者に新エネルギー等から

発電される電気を一定量以上利用することが義務付けられました。

1000kw 以下の小水力発電がこの RPS 法の対象となっています。これに対

しては設備導入費の 1/2 または 1/3 を NEDO が補助する制度も設けられ

ています。 

［国土交通省］九州地方整備局河川部水政調整官 石崎敏郎氏 

国土交通省は河川管理者として許可を出す立場であり、小水力発電を推進するという政策は持ち合わせてい

ません。河川法の適用を受ける河川であれば、かんがい用水は慣行水利権も含めてかんがい目的として許可を

受けているものであり、これを発電という別の目的のために使用するのであ

れば、別途許可申請が必要となります。これはダメだと言っているわけでは

なく、そういう手続きを踏んでくださいということです。 

小水力発電が増えることは地球環境にとっても地域にとっても良いことな

のでしょうし、先ほど話の出た省庁連絡会議もありますので、添付書類の簡

略化など、河川管理者としてできる部分には前向きに対応しております。 

 

 

質疑応答 

Q：10kw 以上のものは色々な規制があって許可を取るのが困難と聞いたが、どこに指導してもらったらいい

のか。 

A（松枝氏）：10kw 以上は発電する人の安全を守るための保安上の規定がある。一定の技術上の基準を満

足することとか、保安規定を守れるよう電気主任技術者やダム水路主任技術者を置くなどだ。

九州産業保安監督部の電力安全課という所が担当しているので、そちらに聞いていただければ

丁寧に説明指導はしてくれると思う。 

Q：国交省の許可は申請してからどのくらいの期間が必要か。 

A（石崎氏）：今は地方整備局に許可の権限がおりていて本省まで行かないので、正式な申請が出れば数ヶ月

とかからないが、実際は正式申請前の事前協議の段階でかなり日数がかかるだろう。ただ、団体

ならともかく個人から申請が出ることは元来想定されてなかったので、これに公益上の適格性を

認めるか、許可を与えるべきかどうか省内で見解が分かれていて統一的な扱いができていない。

個人にも許可を出せる方向ではっきりした通達を出すべきだと考えている。 

Q：新聞で「小水力発電の電気は電力会社が 1kwh あたり２円でしか買わないので採算にあわず事業が起こせ
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ない」という記事を読み、改善の必要があると感じたが、どうなっているか。 

A（松枝氏）：ドイツは買い取り価格が先に決められているが、日本の RPS 法は買う量は決めるものの取引

価格については市場にまかせる形になっている。水力の場合、RPS の設備の認定を受けたものな

らば一般的に言って 8.4 円程度で取引されている。そうでないもの（RPS 法による環境価値分

の上乗せがないもの）は３円程度で出回っていると聞いている。 

Q：自分たちの住む中山間地の組合で小水力発電の検討をしており、こ

れから設計にはいろうとしているが、どこの機関に相談に行けば助

言してもらえるのか。 

A（佐々木氏）：農水省にいくつかの補助メニューがあり、それに乗っ

かるものであれば計画設計に対して助成ができる。まず

は市や県の農政の部署に相談してもらうのもいい。 

A（松枝氏）：私たちエネルギー対策課に相談していただければ、ワン

ストップのサービス窓口として各段階に応じた担当者を紹

介できる。 

Q：補助金でつくったビニールハウスの電源として冬場の維持用水を使って発電したい。これにも補助金がつ

かないか。 

A（佐々木氏）：即答しかねるので、まずは九州農政局の水利整備課に電話ででも相談してみてほしい。 

 

３．事例報告 

①那須野ヶ原土地改良区連合 事務局長 星野恵美子氏（栃木県） 

 戸田調整池に導水する戸田東用水路（1.4ｋｍ）の持つ３２ｍの有効

落差を利用して、平成４年に最大出力３４０ｋｗの小水力発電所を建設

しました。非常に出力の安定した発電所で管理も楽です。土地改良事業

の付帯施設として設置しましたが、非常に補助率が高く、最初の２年間

の運転で受益者負担分はすべて返済してしまいました。いったん東京電

力の系統に送電し、東電の送・配電線により地区内の土地改良施設に電

力を供給するのですが、電気事業法上は自家用発電施設として認められ

ています。土地改良区でやれば非常にメリットが高いので、やれる場所

があるなら是非やった方がいいです。最初はいろいろ初期トラブルが発生するのでその覚悟は必要ですが、１

年か２年で解消するのであまり心配いりません。ただしゴミ取り対策だけは徹底的にやる必要があります。私

共ではいろいろな除塵装置を取り付けており、それでほとんどトラブルなくいっています。小学校の総合学習

や地元の工業高校の教材になったり、JICA 専門員の研修の場所になったりと、フルに活用されています。 

最近は発電機と水車が一体となっていて、そのまま落差の所に据え付けるスグレモノの水力発電装置が登場

してきましたので、私共の４ヶ所の用水路の落差工で平成１８年に実証試験を行いました。結果は良好で、そ

のデータは農水省に提出しています。１基の最大出力が 30kw、既設水路の落差を利用するので土木工事が全

く不要で、据え付けも短期間ででき、落差２ｍ、毎秒 0.5ｔで発電できます。しかし、新農業水利システム保

全対策事業で実際につくれた発電所は１基にとどまりました。補助の目的が農業用水の省力化ということで、

下流のゲートを電動化したその電力需要を満たす分の発電量しか認められないからです。 

土地改良区で発電をやると専門の技術者が必要になります。電気に関しては外部に委託もできますが費用も

かかるので、できるだけ内部の職員を教育した方がいい。私共では職員が第３種電気主任技術者、ダム水路主

任技術者、第１種電気工事士等の資格を持っています。私自身も後の方の２つは資格を持っています。 

 

②大野町土地改良区 事務局長 岡村哲也氏（大分県） 

昭和５８年にかんがい排水事業の一工種として小水力発電事業が国の

補助対象として制度化され、私共の大野原発電所は初年度の全国４箇所の

うちの１箇所として採択されました。事業費負担割合は国 50％、県 25％、

受益者負担 25％です。師田原ダムからの天然の落差 119ｍを活用して最

大出力 260kw の発電をしています。完全農業従属型なので非かんがい期

は発電していません。ダム自体が沈砂池の機能を持っていてパイプの中に

は砂とかゴミとか全く詰まりませんので、スクリーンも持っていません。
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当初は電気主任技術者とダム水路主任技術者は九電ＯＢの方にお願いしていましたが、費用的に採算に合わな

くなるので、現在は職員２名が資格を取って対応しています。 

事業の目的は農事用電力の軽減であり、組合員はこれで経常賦課金を負担しなくてすむようになり、農業生

産性の向上とＣＯ2 の削減に役立っています。新農業水利システム保全対策事業で施設の改善を図りながら長

寿命化に取り組んでいます。 

 

４．パネルディスカッション 

 

ひた市民環境会議エネルギー部会 部長 甲斐美徳 

 大分県内には大野原発電所以外に農業用水を利用した水力発電所が３つあります。いずれも旧緒方町（現在

は豊後大野市）にあり、富士緒井路第１発電所（大正３年 380kw）、同

第２発電所（昭和５９年 1,500kw）、長谷緒井路発電所（平成３年 

1,300kw）と続きます。これらは旧通産省の所管する農山漁村電気導入

事業に基づき建設されたもので、国庫補助が 15％あるだけで、85％は自

己資金（借入れ）をあてなければなりません。どちらも九電からの売電収

入によって組合員の負担軽減には大いに役立っているとのことでした。 

こちら地元天瀬町でも農業用水を活用した小水力発電の構想がありま  

す。一つは女子畑土地改良区で、すでに平成１３年に九州経済産業局によ

り水力立地点調査がなされています。もう一つ、慈恩の滝の上流の杉河内地区でも、中山間地組合の人々が検

討を進めています。また、私たちエネルギー部会も、古園地区にある水車小屋を活用したマイクロ水力発電が

できないか、地元の「元気ｂｙ古園」の人たちと一緒に取り組んでいきたいと考えています。 

 

以下ディスカッション 

コーディネーター：全国小水力利用推進協議会 事務局長 中島大氏 

Ｑ：小水力発電のポテンシャルの所で出てきた 57 万 MWh というのは何 

  人分の電力使用量に相当するか。 

中島氏：おおまかに計算すると、個人が一人で大体年間で１MWh くら

い使うとすれば、５７万人分と思えばいいのではないか。 

森田氏：全国の農業用水路の総延長は 40 万 km で、地球を 10 周する

長さだ。人間の体でいえば血管に相当するものが日本中にはりめ

ぐらされている。これをもっとクリーンエネルギー源として活用

していくことが本当に大事なことだと、星野・岡村両氏の話を聞

いて改めて感じた。 

Ｑ：実証試験した 30kw というのは何軒分くらいのものか。 

星野氏：瞬時でいえば 15 軒分くらいだろう。 

星野氏：土地改良区としてやれることは限定的で、管内で使う以上の電気をつくっちゃダメと、それ以上す

るなら土地改良区が第３セクターや会社を別に作ってやれと農水省から言われる。この点を改善して

ほしい。 

岡村氏：建設時だけでなく、修理・更新にも充実した補助制度をお願いしたい。 

Ｑ：小水力発電はコスト高なので採算にあわないと聞いている。犠牲的精神でやっているのか。 

星野氏：私は家に帰れば主婦。主婦のカンでやっているので採算のあわないことは一切やりません。東京電

力との売電交渉で東電が８～９円/kwh でしか買わないというので「30kw なんてゴミみたいな発電

所から 11 円で買ったところで何か東電さんに影響しますか。環境を考慮してこういうことをしてい

るとアピールした方がずっと得ではないですか」と食い下がって 10 円台を勝ち取った。交渉のポイ

ントは絶対あきらめないこと。折れないこと。 

それから、利払いが生じるので融資は受けない方がいい。私共はお金がたまったら次のをつくる。

経済観念をしっかり持ってやることが大事だ。 

 

最後にアジア・太平洋水サミット本会議に向けた「小水力開発に関する要請」を採択して閉幕しました。 
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